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こと」と法律上定義されている（刑法46条 2項 2文，46条 a第 1号，刑事訴訟
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損害回復が行われたということを刑法46条 2 項 2 文に従い，一般的な刑の量
定の枠内で必ず評価に入れなければならない。
　一方で損害回復は，手続の初期段階でも重要となる。刑事訴訟法153条 a 第
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ドイツにおける修復的司法の理論と実務　　237
る）。教授就任後も，制裁法に関する複数のプロジェクトを主宰し，複数の論
文集を成果として世に出している。また，2018年の第72回ドイツ法曹大会の刑
事法部門において量刑のあり方に関する報告者を務めるなど，現在のドイツに
おける制裁法研究のニュースターと言っていい存在である。
　今回の講演にあたっては，ドイツにおける修復的司法の現状に関する報告を
お願いしたところ，法規定はもちろん，最新の判例，実際の統計，そしてご自
身の関わったモデル事業評価の経験までも踏まえた素晴らしい原稿を書き下ろ
していただいた。本稿を読めば，現時点におけるドイツの修復的司法関連規定
の趣旨と運用を概観することが可能であるといってよいと思われる。
　訳出にあたっては，原文中のボールドは訳文ではゴシックで示し，原文中下
線が付されている箇所にはこれに代えて圏点を付した。原文中の丸括弧は訳文
でも丸括弧とした。キッコーは訳者による補足，訳注および原語の表記であ
る。
　なお，今回のカスパー教授の講演は，明治大学新領域創成型研究による日本
招聘にあわせて実施されたものである。関係の先生方には，ここに記して感謝
を申し上げる。
